
図表 4-6-3 は、これまでとは大きく視点を変えている。働き方改革の評価の点からみて、
先でも取り上げた 3 種類の望ましい個人・組織特性を備えているとき、働き方改革の推進
が WLB の実現にどのような変化をもたらすのかを確認したものである。これまでと同様、
各項目の低グループよりも、高グループのほうが、働き方改革の評価にプラスの効果がある
と考えられるが、いずれの項目においても、高グループのほうが「WLB が増えた（WLB が
実現した）」と回答している割合が高まり、低グループにおける該当回答の約 2 倍になって
いることが読み取れる。それと表裏一体の関係として、低グループのほうが高グループに比
べ「WLB が減った」と回答している割合が高い。 
 これは、あくまでも WLB の実現についての結果である。しかしながら、他の望ましい方
向への変化、たとえば、働き方の柔軟度の高まりや仕事量の減少などについても、同様の結
果が見出せる。そのため、以上の 2 つの結果を総合すると、望ましい個人・組織特性を備え
ている職場の場合、働き方改革によってマイナスの効果がもたらされる確率より、プラスの
効果がもたらされる確率のほうが大きい、と理解することができるのである。 

（５）第 4章のまとめ

 本章の最後に、本章で明らかになったことを総括する。論点としては、以下の 3 点を挙げ
たい。 

１．デモグラフィック要因と呼ばれる回答者の属性は、働き方改革の評価には影響を与えて
いなかった。一方、個人の意識や行動、組織文化やタスク環境、職場内のコミュニケーショ
ンは、働き方改革の評価に大いに関係することが明らかになった。
具体的には、働き手本人の意識・行動としては、高程度に組織内地図を形成していること、

経営理念を自己に浸透させていること、ワーク・エンゲージメントと呼ばれる、仕事から活
力を得ている程度が高いことが、影響力のある要素となることがわかった。また、組織に関
しては、組織学習を促進する条件を整えていること、業務の見える化を職場として推進して
いること、職場として知識所在の共有が行われていることが、働き方改革の評価を高めてい
た。さらには、上司をはじめとする職場内の全方向に充実したコミュニケーションをとって
おり、かつ、必要や目的に応じて、あらゆる手段を用いてコミュニケーションをとっている
回答者が、働き方改革への評価を高めることもわかった。 

2．一方、本調査では、コロナ禍の影響により純粋な働き方改革による変化を抽出すること
は困難とはなったが、いずれの影響だとしても、働き方の柔軟度は高まっている傾向が見出
せた。こうした働き方の柔軟度の改善は、働き方改革の評価を高める方向に作用していた。 
ただし一方で、全体としては、働き方改革の本来の目的である、労働生産性の向上や付加

価値創造にはどちらかといえば逆行する、仕事の総量の増加が確認された。そして、働き方
の柔軟度が変わらない、もしくは悪化しているのに、仕事の総量が増えると、それは働き手
の心身の負担感や� WLB� の実現を妨げることに直結すること、ひいては働き方改革の評価を
低下させることが、同時に確認された。 
 つまり、働き方の柔軟度と仕事の総量との関係は、働き方改革の評価に関しては、逆の作
用をすることが見出せたわけである。したがって、どちらも働き方改革の評価にとって、プ
ラスになる方向（働き方の柔軟度を高めるとともに、仕事の総量を減らすこと）に、会社が
一丸となって取り組むことが最も望ましいと考えられる。だが、それが難しい場合には、少
なくとも、仕事の総量が増えてしまう場合には、働き方の柔軟度を高め、働き方の柔軟度を
抑制する場合には、仕事の総量を減らす、といった、両者のバランスをとる組織努力が求め
られると考えられる。 
そのため当然ながら、コロナ禍が収まった後でも、現在の状態から仕事の総量は減らさな

いまま、安易に、働き方の柔軟度をコロナ禍以前の状態に戻す、ということだけは絶対行っ
てはいけないことであると主張したい。 

－ 77 －



3．もともと組織や個人に働き方改革の評価にとっての好条件が備わっている場合、仮に働
き方改革を行うことで、職場にマイナスの変化がもたらされても、そのマイナス効果は緩和
されることも確認できた。 
 だが、より掘り下げて確認してみると、そもそも好条件が備わっていた職場は、働き方改
革によりマイナスの変化が起こる可能性自体が低い見込みであることがわかった。今回の
調査においては、働き方改革の取り組みを通じて、もともと良かった職場には良い変化がも
たらされる一方、もともと悪かった職場にはさらに悪い変化がもたらされる傾向が見出せ
たのである。 
つまり、本来は、職場や企業全体を望ましい状態にするための働き方改革の導入・推進で

あった。しかし、その意図に反して、現在までのところ、良かったところがより良く、悪か
ったところがより悪く、という両極端に評価結果の分かれる現象が生じてしまったといえ
る。したがって、今回の調査結果をみる限り、働き方改革の推進やコロナ禍というイベント
は、「これまでの職場運営や改革内容の通知表」として機能したと捉えるべきである。決し
て、それ以上でもそれ以下でもない。 
 こうした現在の状態から、一歩踏み出し、良かったところがさらに良くなるだけではなく、
悪かったところが良くなる状態という、次のステージに移行するためには、企業や職場の管
理者である上司には、これまでとはまったく異なる発想に立つことが求められると考える。 
では、どのような発想が必要になると考えられるのかについては、続く第 5 章で取り上

げる。具体的には、回答者による自由記述回答を分析するとともに、その分析結果も踏まえ
たうえで、働き手である組織メンバー、管理者である上司、彼らの働く場である会社組織、
という、3者それぞれに対して提言を行うものとする。 
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